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京都新聞　 2015年05月27日 17時30分】

基地のまち、募る不安　京都・舞鶴市民ら安保法案審議注視





舞鶴港に停泊する海上自衛隊の護衛艦や補給艦。海外での活動範囲が広がろうとしている（舞鶴市）

　衆院本会議で２６日に審議入りした安全保障関連法案を、海上自衛隊の「基地のまち」に暮らす京都府舞鶴市民が注視している。隊員の活動範囲拡大を「国を守る責務」と受け止めつつ、家族からは不安の言葉も漏れる。戦後７０年の節目、戦争経験者も「若者を犠牲にしないでほしい」と訴える。

　夫が海自艦艇隊員の２０代女性は「訓練ではない危険な活動が増えると思うと不安」と胸の内を明かす。夫が長期間の海上訓練の際には、岸壁に見送りに行くこともあった。「数カ月の任務も訓練が大半だったので連絡が取れなくても安心だった。でも、これからは…」と言葉を詰まらせる。

　「国の存立危機」「国際平和支援」など、自衛隊の活動要件や法案の名前には重い言葉が並んでいる。「誰かが日本のために行かざるを得ないのだろう」と言いつつも、「具体的な任務と、それに伴う危険が分からない。分かるように説明してもらわないと、心の整理が付かない」。ただ夫の身の安全を祈る。

　舞鶴の旧海軍の火薬工場に中学３年で動員された同市森本町の男性（８４）は「７０年前に戻ろうとしているような気がする。本当に日本のためになるのか」。

　「これをつくらな負ける」と信じ、人間魚雷「回天」の製造に従事。出撃した多くの若者が犠牲になり、男性の同級生も作業中の事故で亡くなった。

　「日本を取り戻すというが、アジアを攻めた時代を取り戻すのか。アメリカの先陣となってアジアで孤立してしまうのでは」と心配する男性。政治や外交の力こそ磨くべきだとする。「力でねじ伏せる国策では、勝っても負けても国民が傷つく。悲惨な戦争を経験した日本だからこそ、戦わずにお互いが栄える道を提起してほしい」

　元海上自衛隊幹部（６２）＝同市長浜＝も「自衛隊は軍隊ではないという言葉遊びは敵には通じない。海外派遣する以上、戦闘を覚悟しないと」と隊員たちの安全を心配する。中谷元・防衛相が自衛隊員のリスクを「増大しない」と発言したことに、元幹部は「任務が増えればリスクが増えるのは当たり前」と強く反論。国会の議論が机上の空論に終始しないかと危ぶむ。

　「現場は死傷者が出ることも覚悟している。政治にその覚悟が無いなら、部隊を出してはいけない」

岐阜基地の家族、複雑　安保法案審議入り、意義ある議論願う

岐阜新聞　2015年05月27日09:23
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	航空自衛隊岐阜基地。安全保障関連法案の国会審議を自衛官の家族らは複雑な思いで受け止めている＝各務原市


　安全保障関連法案が衆院で審議入りした２６日、航空自衛隊岐阜基地（各務原市）に所属する自衛官の家族らは論戦の始まりをさまざまな思いで受け止めた。「国益に合致するのであれば、集団的自衛権の行使もいたしかたない」と法案成立に理解を示す父親がいる一方で、「今、息子が自衛官になると言うのであれば止める」と懸念する母親も。「武力行使の新３要件」に関し安倍政権の説明不足を指摘し、基準の明確化を求める声も聞かれた。

　「国際的な状況や日本の果たすべき役割を冷静に見て法整備に賛成する自分と、息子が危険にさらされることを心配する親としての自分がいる」。飛騨地域の５０代の父親は複雑な思いを口にした。岐阜地域の５０代の父親も「やむを得ないとは思うが、いざ息子が危険な状況になったら心情は変わるかもしれない」と話す。

　家族が一様に口にするのは、どのような事態が新３要件に当てはまるのかはっきりと分からないという点と、１０本もの現行法改正を一括した法案があるなど法案が多岐に及ぶ点だ。

　岐阜地域の４０代の妻は「どういう場所に、どういう条件で行くことになるのか分かりづらい。もう少し納得できるように議論を深めてもらいたい」と注文した。飛騨地域の５０代の父親も「息子が海外で活動する際、しっかりと『こういった理由で行ってくる』と私に説明できるようにしてほしい」と要求した。

　一方で、審議入りに伴い、安全保障問題に関し国民的議論が深まることに期待する声も聞かれた。飛騨地域の５０代の父親は「自衛隊は、国土の防衛が本来の仕事。震災復興などで自衛隊は注目を集めたが、本来の任務で国民の関心が高まることはいいことだ」と指摘。「国会でのしっかりとした議論と、国民の熟慮に期待したい」と話した。

元自衛官「敵が撃てば戦争」　負担増し「士気下がる」

東京新聞　2015年5月27日 朝刊

	安保法制の問題点について話す井筒高雄さん＝２６日、東京・永田町の衆議院第二議員会館で
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　自衛隊の海外での武力行使などを可能にする安全保障関連法案が二十六日、国会で審議入りし、安倍晋三首相は「戦闘現場では支援活動はしない」などと従来の主張を繰り返した。しかし、同日昼に近くで開かれた学習会では、元陸上自衛隊員が「非戦闘地域か戦闘地域かは関係なく、敵が一発でも撃ってくれば戦争になる」と警鐘を鳴らした。　（中山高志）

　「自衛隊の現場を知る者からすると、憲法改正の手続きを取ってからでないと『順番が違うのでは』ということになる」

　法案審議が始まる数時間前、国会議事堂裏の衆議院第二議員会館の会議室で、ＮＧＯが主催した学習会。元陸自レンジャー隊員の井筒高雄さん（４５）が国会議員や報道関係者らを前に、隊員経験を踏まえながら安保法制の問題点を語った。

　高校卒業後の一九八八年に入隊。「体力があるから」と勧められ、レンジャー部隊へ。ヘビを捕まえて食べたり、炎天下で小銃を携帯して二十キロを走ったりと、「陸自でもっとも過酷」という訓練に耐えた。

　定年まで働こうかと思いはじめたころ、九二年に国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法が成立。「海外派遣の契約はしていない」と反発を覚え、翌年、依願退職した。

　学習会で井筒さんは「（敵国は）世界最強の米軍とは正面から戦わず、軽武装している日本の自衛隊など、実戦経験のないところをたたく」と話した。戦争の現場では、いつ、どこから銃弾が飛んできてもおかしくない。安保法制によって派遣される自衛隊が将来、戦闘に巻き込まれる危険性を指摘した。

　リスクとともに、隊員の負担も増えるという。「これからはいつでも海外に出て行く。陸自のどこかの部隊は、必ず待機命令で拘束されることになる」と井筒さん。「自衛隊はますます閉鎖された社会になり、自殺も増えるのでは。士気が下がることはあっても、上がることは無い」と言い切った。

　国会審議の初日、与野党の議論はこれまで同様、平行線だった。井筒さんは「こんなはずではなかった、となってからでは遅い。そうならないよう、真摯（しんし）な議論をしてほしい」と求めた。

◇首相の国会答弁

　安倍首相は２６日の衆院本会議で、米軍への後方支援などについて次のように答弁した。

　補給や輸送などの支援活動は「現に戦闘行為が行われている現場では実施しない」とした上で、「仮に状況変化により、現に戦闘行為が行われている現場等となる場合は、直ちに活動の休止、中断等を行うことを明確に規定している。武力行使に発展する可能性はない」と強調した。

　自衛官のリスクについては「法制の整備によって付与される新たな任務も、従来通り命懸け。そのため、隊員のリスクを極小化する措置をしっかりと規定している」と述べた。

海外派遣の自衛官５４人自殺　インド洋、イラクで活動

　防衛省は２７日の衆院平和安全法制特別委員会で、特別措置法に基づいてインド洋やイラクに派遣された自衛官のうち、５４人が自殺していたことを明らかにした。防衛省によると、インド洋が海自２５人で、イラクが陸自２１人、空自８人の計２９人。

　同省は「自殺はさまざまな要因が複合的に影響して発生するので、派遣任務と自殺の因果関係を特定するのは困難」としている。

　自衛隊の海外派遣をめぐっては、２００１年１０月、２年間の時限立法としてテロ対策特別措置法が成立した。政府は海自隊員延べ約１万３千人をインド洋に派遣。また０４年１月からは、陸自隊員延べ約５５００人をイラクに派遣。

 2015/05/27 20:55  【共同通信】
衆院特別委質疑要旨

　２７日の衆院平和安全法制特別委員会の質疑要旨は次の通り。
　【機雷掃海】
　高村正彦氏（自民）　海外派兵の例外はペルシャ湾の機雷掃海が限界事例ではないか。
　安倍晋三首相　武力行使の新３要件に当てはまれば（海外派兵は）法理上あり得る。第３要件の「必要最小限度の実力行使」は非常に厳しいから、この中で想定し得るのは中東・ホルムズ海峡の機雷封鎖。第１要件（存立危機）に当てはまるかはその事態が起こらなければ判断できない。現在、他の例は念頭にない。
　松野頼久氏（維新）　戦闘行為が行われている中で機雷掃海はしないのか。
　首相　（掃海艇は）木製かプラスチック製で攻撃に対して脆弱（ぜいじゃく）だ。事実上オペレーションとして成り立たないのではないか。憲法との関係でなく、政策的判断でそうなるだろう。
　【米艦防護】
　岡田克也氏（民主）　戦争から逃げてくる日本人を運ぶ米艦船が相手国領海で襲われたとき、自衛隊は何もしないのか。
　首相　３要件に当てはまれば、公海上でそうした業務は間違いなくできる。領海に入るかどうかは慎重な当てはめをしていくのは当然だ。一般に海外派兵は領海では禁じられている。
　【集団的自衛権】
　岡田氏　侵略行為の結果、戦争が起こっても、新３要件を満たせば侵略国を支援するのか。
　首相　わが国と密接な関係にある他国に武力攻撃が発生していないにもかかわらず、他国が先制攻撃している状況で、われわれがその国を支援することはない。新３要件からも明白だ。
　長妻昭氏（民主）　専守防衛の定義が変わっているのではないか。
　首相　今般の法整備に当たって、専守防衛の考え方は全く変わりない。新３要件の下で許容される武力行使はあくまで自衛措置に限られる。わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由、幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険。これを防衛するのが専守防衛だ。
　柿沢未途氏（維新）　首相が「米国の戦争に巻き込まれることは絶対にない」と言ったのは、「主体的に参加しているから巻き込まれではない」との意味では。
　首相　巻き込まれるとは、わが国の存立に関わりがないが米国に言われるがままに戦争をすることだ。新３要件が守られている限り、巻き込まれ型はない。
　【後方支援】
　志位和夫氏（共産）　自衛隊が攻撃される可能性を否定できるか。
　首相　可能性が１００％ないと言ったことはない。絶対ないわけではない。そのときは一時休止、退避の判断は当然行われなければならない。
　岡田氏　「非戦闘地域」を取り外し、現に戦闘が行われていない地域なら後方支援できるように変えたのか。
　首相　現実の安全保障環境に即した、合理的かつ柔軟な仕組みに整理し直した。攻撃を受けない安全な場所で活動を行うことは、従来といささかの変更もない。新たな考え方への変更そのものが、活動に参加する自衛隊員のリスクを高めるとは考えていない。
　【法整備の必要性】
　松野氏　夏までに法改正と言うが、何か危機が迫っているのか。
　首相　アジア太平洋地域で軍事力を増強している国がある。その中で軍事バランスを保って、相手に隙を見せないために、やっていかないといけない。北朝鮮は数百発の弾道ミサイルを持ち、核開発は格段に進んでいる。安全保障は何か起こってからでは遅い。（2015/05/27-20:35）

安全保障関連法案 実質的な審議始まる

NHK　5月27日 21時01分
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　安全保障関連法案は、２７日から衆議院の特別委員会で実質的な審議が始まり、野党側は各党の党首が相次いで質問に立ちました。安倍総理大臣は、集団的自衛権の行使容認などの法整備について、海洋進出を活発化させる中国を念頭に、南シナ海や東シナ海で起こっていることを考えると、軍事バランスを保ち、抑止力を利かせていくことが大切だと強調しました。

　後半国会の焦点となる安全保障関連法案は、安倍総理大臣も出席して、２７日から衆議院の特別委員会で実質的な審議が始まりました。
　この中では、集団的自衛権の行使を可能にする必要性や、集団的自衛権の行使容認によって、専守防衛という基本方針が変わるのかなどを巡って論戦が繰り広げられました。
　自民党の高村副総裁は、「安倍総理大臣は、『一般に海外派兵は行わないが、ペルシャ湾での機雷掃海は例外的に認められる場合がある』と述べた。一般の方が少し心配するかもしれないのが、『例外にあたる場合がそんなに中東であるか』ということだが、私はほかに例外は想定できないと思っている」と述べました。
　これに対し、安倍総理大臣は、「武力行使の新３要件にあてはまれば、法理上ありうると、今まで申し上げてきたが、この第３要件の『必要最小限度の実力行使にとどまるべき』というのは非常に厳しい。第３要件をクリアするものも、そう、おそらくないと思うが、特に第１要件では、『わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由、幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険』ということなので、現在、ほかの例というのは念頭にはない」と述べ、中東地域での集団的自衛権の行使は、ペルシャ湾のホルムズ海峡での機雷の掃海活動以外は想定していないという考えを示しました。
　民主党の長妻代表代行は、集団的自衛権の行使について、「多くの人から『専守防衛は変わらないと国会答弁で聞いたが、専守防衛は日本を守ることで、変わったのではないか』と言われる。従来は『わが国が攻撃を』と読んだが、今後は、『わが国もあるが、密接に関係する他国も入れる』と定義が変わっているのではないか」とただしました。
これに対し、安倍総理大臣は、「今般の整備にあたって専守防衛という考え方は全く変わりがない。武力行使の新３要件のもとで許容される武力行使は、あくまでも自衛の措置としての武力の行使に限られており、第１要件を見れば自明の理だ。わが国に対する武力攻撃、あるいは、わが国と密接な他国に対する武力攻撃が発生したことによって、わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由、幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険を防衛するというのは専守防衛だ」と述べました。
　また、長妻氏は、「国連の安全保障理事会などに集団的自衛権行使の事例が報告されていると思うが、他国の領域でない形で行使された例はどのくらいあるのか」と質問しました。
　これに対し、岸田外務大臣は、「国連に報告されている１４件の集団的自衛権行使の例を見るかぎりは、それぞれ陸上での行使がほとんどのようだ」と述べ、ほとんどが他国の領域で行使されていると説明する一方で、「公海のみで集団的自衛権が行使されることは、事態によっては十分考えられる」と述べました。
　維新の党の松野代表は、「『夏までに法改正を必ずやる』と言って、国民の皆さんには、ものすごく急いでいるように見える。集団的自衛権の解釈を変えて法改正しなければいけないような事態が本当に起こっているのか。もしあるならば、急いで法案の審議に協力する。特段なければ、じっくりとやるべきだ」と述べました。
　これに対し、安倍総理大臣は、「危機が起こらないと自信を持って言えるのであれば、こんな法律をつくる必要はない。起こらないようにするためにこそ、法整備をする」と述べました。
　そのうえで、安倍総理大臣は、海洋進出を活発化させる中国を念頭に、「集団的自衛権の行使の容認についても、アジア・太平洋地域の特定の国の名前を何回も挙げることはしないが、軍事力を増強している国がある。南シナ海や東シナ海で起こっていることのなかで、しっかりとした軍事バランスを保っていくことによって、平和と安定を維持し、抑止力を利かせていく。間違っても相手側に何か隙があるように思わせないことが大切で、やるべきことをやっていかなければならないと決意している」と述べました。
　また、２７日の質疑では、外国軍隊に対する後方支援で、自衛隊の活動範囲を拡大することを巡っても論戦が繰り広げられました。
　自民党の高村副総裁は、周辺事態法を重要影響事態法に改正し、地理的な制約がないことを明確にすることについて、「日本の平和と安全に重要な影響がある事態は、一般に言えば、近くで起きたときのほうが蓋然性は高く、遠くに行くほど、だんだん低くなってくる。ただ『遠くでは絶対にない』と言えないので、まぎらわしい『周辺』ということばをとったと解釈してよいか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は、「わが国に近い地域で重要影響事態が起こる蓋然性は、相対的に高いと考えられるが、これに限られるわけではない。安全保障環境の変化も踏まえて、重要影響事態と改めたもので、『近いか、遠いか』ではなく、わが国の平和と安全に重要な影響をもたらす事態かどうかが判断基準になるのは当然だ」と述べました。
　民主党の岡田代表は、「機敏に活動することができないと言うが、もっと近くまで行ってやりたいのだけど、できなかったという意味なのか。だから、『非戦闘地域』という概念を取り外し、現に戦闘が行われていない地域であればできるように変えたということか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は、「自衛隊による実際の活動経験や、諸外国の活動実態といった現実に即した検討を行った結果、現に戦闘行為が行われている現場以外で行う補給や輸送などの活動は、他国の武力行使と一体化するものではないと判断した。攻撃を受けない安全な場所で活動を行うことは、従来といささかの変更もなく、活動に参加する自衛隊員のリスクを高めることは考えていない」と述べました。
　共産党の志位委員長は、「自衛隊が行う弾薬の補給、武器の輸送等の後方支援・兵たんが、格好の攻撃対象になるというのは軍事の常識だ。自衛隊は攻撃されないという保証でもあるのか。自衛隊自身が攻撃される可能性を否定できるのか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は、「その可能性が１００％ないと申し上げたことはない。新たな仕組みのもとでも、部隊の安全等を考慮して、今現在、戦闘行為が行われていないというだけではなく、自衛隊が現実に活動を行う期間について戦闘行為が発生しないと見込まれる場所を実施区域に指定することになる。だからといって、絶対にないわけではないので、その時には部隊の責任者が判断して一時休止する。あるいはその後、退避するという判断は当然、行わなければならない」と述べました。

首相“軍事バランス保ち 抑止力が大切”

NHK　5月27日 18時54分

　安全保障関連法案は２７日から衆議院の特別委員会で実質的な審議が始まりました。安倍総理大臣は、集団的自衛権の行使容認などの法整備について、海洋進出を活発化させる中国を念頭に、南シナ海や東シナ海で起こっていることを考えると、軍事バランスを保ち、抑止力を利かせていくことが大切だと強調しました。

　後半国会の焦点となる、集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んだ安全保障関連法案は、安倍総理大臣も出席して２７日から衆議院の特別委員会で実質的な審議が始まりました。
　この中で、自民党の高村副総裁は、周辺事態法を重要影響事態法に改正し、地理的な制約がないことを明確にすることについて、「日本の平和と安全に重要な影響がある事態は、一般に言えば、近くで起きたときのほうが蓋然性は高く、遠くに行くほど、だんだん低くなってくる。ただ『遠くでは絶対にない』と言えないので、まぎらわしい『周辺』ということばをとったと解釈してよいか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「わが国に近い地域で重要影響事態が起こる蓋然性は相対的に高いと考えられるが、これに限られるわけではない。安全保障環境の変化も踏まえて重要影響事態と改めたもので、『近いか、遠いか』ではなく、わが国の平和と安全に重要な影響をもたらす事態かどうかが判断基準になるのは当然だ」と述べました。
　民主党の長妻代表代行は、集団的自衛権の行使について、「多くの人から『専守防衛は変わらないと国会答弁で聞いたが、専守防衛は日本を守ることで、変わったのではないか』と言われる。従来は『わが国が攻撃を』と読んだが、今後は、『わが国もあるが、密接に関係する他国も入れる』と定義が変わっているのではないか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「今般の整備にあたって専守防衛という考え方は、全く変わりがない。武力行使の新３要件のもとで許容される武力行使は、あくまでも自衛の措置としての武力の行使に限られており、第１要件を見れば自明の理だ。わが国に対する武力攻撃、あるいは、わが国と密接な他国に対する武力攻撃が発生したことによって、わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由、幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険を防衛するというのは専守防衛だ」と述べました。
　また、長妻氏は「国連の安全保障理事会などに集団的自衛権行使の事例が報告されていると思うが、他国の領域でない形で行使された例はどのくらいあるのか」と質問しました。
　これに対し、岸田外務大臣は「国連に報告されている１４件の集団的自衛権行使の例を見るかぎりは、それぞれ陸上での行使がほとんどのようだ」と述べ、ほとんどが他国の領域で行使されていると説明する一方で、「公海のみで集団的自衛権が行使されることは、事態によっては十分考えられる」と述べました。
　維新の党の松野代表は「『夏までに法改正を必ずやる』と言って、国民の皆さんには、ものすごく急いでいるように見える。集団的自衛権の解釈を変えて法改正しなければいけないような事態が本当に起こっているのか。もしあるならば、急いで法案の審議に協力する。特段なければ、じっくりとやるべきだ」と指摘しました。
　これに対し、安倍総理大臣は「危機が起こらないと自信をもって言えるのであれば、こんな法律を作る必要はない。起こらないようにするためにこそ、法整備をする」と述べました。
　そのうえで、安倍総理大臣は、海洋進出を活発化させる中国を念頭に、「集団的自衛権の行使の容認についても、アジア・太平洋地域の特定の国の名前を何回も挙げることはしないが、軍事力を増強している国がある。南シナ海や東シナ海で起こっていることのなかで、しっかりとした軍事バランスを保っていくことによって、平和と安定を維持し、抑止力を利かせていく。間違っても相手側に何か隙があるように思わせないことが大切で、やるべきことをやっていかなければならないと決意している」と述べました。
　共産党の志位委員長は、外国軍隊への後方支援について、「自衛隊が行う弾薬の補給、武器の輸送等の後方支援・兵たんが格好の攻撃対象になるというのは軍事の常識だ。自衛隊は攻撃されないという保証でもあるのか。自衛隊自身が攻撃される可能性を否定できるのか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「その可能性が１００％ないと申し上げたことはない。新たな仕組みの下でも、部隊の安全等を考慮して、今現在、戦闘行為が行われていないというだけではなく、自衛隊が現実に活動を行う期間について戦闘行為が発生しないと見込まれる場所を実施区域に指定することになる。だからといって、絶対にないわけではないので、その時には部隊の責任者が判断して一時休止する。あるいはその後、退避するという判断は当然、行わなければならない」と述べました。

海外派兵の「例外」論点に＝安倍首相、対象拡大否定できず

　憲法解釈の変更に基づく安全保障関連法案をめぐる本格論戦が２７日、衆院特別委員会で始まった。安倍晋三首相が「一般に憲法上許されない」と認める他国領域での武力行使の「例外」が論点となり、首相は機雷掃海以外「念頭にない」と明言。これに対し、民主党の岡田克也代表は、例外はさらに拡大し得ると追及した。首相は武力行使の新３要件に基づいて慎重に判断するとかわしたが、対象が広がる可能性は否定できなかった。
　岡田氏は、政府が集団的自衛権を行使する事例に挙げた、紛争地域から避難する邦人を輸送中の米艦防護を取り上げた。「米国と戦っている相手国の領海で襲われることもある」と指摘し、「新３要件に該当する点では同じだ。（他国の）領海と公海でどこが違うのか」と、他国の領域で武力行使に及ぶ可能性をただした。
　首相は「まさに３要件に当てはまるかだ」と強調。横畠裕介内閣法制局長官が「他国領域の活動については例外的に認められる場合があるが、慎重に行うべきだというのが憲法で認められている武力行使の考え方だ」と答弁したことを引用し、「極めて慎重な当てはめを行う」と、状況に応じて判断する可能性は認めざるを得なかった。
　岡田氏はまた、「米国の先制攻撃で戦争状態になった場合はどうするのか」とも質問。首相は「国連憲章上認められない行為であり、わが国がそのような国を支援することはない」と答えたが、岸田文雄外相が「着手の時点がいつなのかなど、厳密な議論はある」と注釈を付けたため、岡田氏は「かなり後退した。もう１回議事録を精査して質問したい」とさらに追及する考えを示した。
　◇維新、共産も党首質問
　２７日の特別委では、維新の党と共産党も党首自ら質問に立った。維新の松野頼久代表は、首相が海外派兵の例外とする中東・ホルムズ海峡での機雷掃海に関し、「経済（の問題）で武力行使ができるという考え方は行き過ぎではないか」と指摘。首相は「国民生活に死活的な影響が生じるか否かで、状況によっては存立危機事態に該当する場合もあり得る」と反論した。
　共産党の志位和夫委員長は、自衛隊による他国軍の後方支援について「兵たんはより軍事攻撃の格好の目標になる」と語り、自衛隊員のリスクが高まると追及。首相は「しっかりと補給の安全が確保されている場所において後方支援をする」と説明したが、志位氏はこの後の記者会見で「戦争行為の一部であり、武力行使と一体不可分だ。それを再確認した」と主張した。（時事2015/05/27-20:39）

安倍首相「専守防衛は不変」＝巻き込まれ型を否定－衆院特別委

　安倍晋三首相は２７日午後の衆院平和安全法制特別委員会で、集団的自衛権の行使を容認する安全保障関連法案について、先制攻撃を排除した「専守防衛」の原則を変更するものではないとの見解を示した。民主党の長妻昭代表代行が「専守防衛の定義が変わったのではないか」とただしたのに対し、「専守防衛の考え方は全く変わりない」と否定した。
　専守防衛は「相手から武力攻撃を受けて初めて防衛力を行使し、その行使の態様も自衛の必要最小限にとどめる」とするもので、日本の安保政策の基本姿勢。安保関連法案では、日本が直接攻撃されていない場合でも「わが国と密接な関係にある他国」が攻撃を受ければ自衛隊が出動し、集団的自衛権を行使できる。首相は答弁で「わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由、幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険。これを防衛するのが専守防衛だ」と強調した。
　維新の党の松野頼久代表は、政府・与党が安保法案成立を急ぐのは、明白な危機が現実に迫っているためかと質問。首相は中国を念頭に「アジア太平洋地域で軍事力を増強している国がある。軍事バランスを保って、相手に隙を見せないために、やっていかないといけない」と説明した。北朝鮮の核・ミサイル開発にも触れ、「安全保障は何か起こってからでは遅い」と理解を求めた。
　維新の党の柿沢未途幹事長は、首相が集団的自衛権に関し「米国の戦争に巻き込まれることは絶対にない」と断言していることを取り上げ説明を求めた。首相は「巻き込まれるとは、わが国の存立に関わりないが米国に言われるままに戦争をすることだ。（武力行使の）新３要件が守られている限り、『巻き込まれ型』はない」と明言した。
　海外で外国軍を後方支援する自衛隊が攻撃を受ける可能性については、「絶対ないわけではない。そのときは一時休止、退避の判断は当然行われなければならない」と述べた。共産党の志位和夫委員長への答弁。　（時事2015/05/27-18:52）

集団的自衛権も専守防衛　首相、従来解釈拡大

　安倍晋三首相は２７日の衆院平和安全法制特別委員会で、集団的自衛権を行使する場合も「武力行使の新３要件」を満たせば専守防衛に該当すると明言した。「わが国の存立が脅かされる事態に国民を防衛するのは専守防衛だ。考え方は変わらない」と述べた。日本が攻撃を受けて発動する個別的自衛権行使に限った従来の専守防衛の解釈を拡大した。新たな安全保障法制について「抑止力を高め、国民のリスクを低減する」と強調した。野党は納得せず、政府の答弁姿勢を批判。

　専守防衛は戦後日本の安保政策の基本方針。政府は「相手から武力攻撃を受けたときに初めて防衛力を行使」することだと説明してきた。

 2015/05/27 20:21  【共同通信】

安倍首相「隊員のリスク高まらぬ」＝海外派兵の例外、機雷掃海のみ－衆院特別委

　集団的自衛権の行使容認を柱とする安全保障関連法案は２７日午前、衆院平和安全法制特別委員会で実質審議に入った。安倍晋三首相は、新法制定で海外での自衛隊の活動範囲が広がることについて「新たな考え方への変更そのものが、活動に参加する自衛隊員のリスクを高めるとは考えていない」と述べ、隊員の身の危険が高まるとの見方を否定した。民主党の岡田克也代表の質問に答えた。
　審議中の国際平和支援法案は、自衛隊が海外で行う他国軍への後方支援を「現に戦闘行為が行われている現場」でなければ可能と規定。自衛隊の活動範囲を「非戦闘地域」に限定していた従来の枠組みが拡大することに関し、首相は「攻撃を受けない安全な場所で活動を行うことは、従来といささかの変更もない」と強調した。
　一方、自民党の高村正彦副総裁は、憲法が禁じる海外派兵の例外について質問。首相は、中東・ホルムズ海峡での機雷掃海が想定されるとの認識を改めて示し、「現在、他の例は念頭にない」と述べた。
　政府は、武力行使の新３要件に合致すれば、敵基地攻撃を含め、外国領域での集団的自衛権行使は可能としている。首相は「新３要件に当てはまれば（海外派兵は）法理上あり得る」と指摘した上で、機雷掃海は、新３要件のうち第３の「必要最小限度の実力行使」の要件も満たすと説明した。　
　新３要件のうち、第１の「わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由、幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある」との要件に当てはまるかどうかに関しては、首相は「事態が起こらなければ判断できない」と語った。（時事2015/05/27-12:17）2015/05/27-12:17

首相、機雷掃海以外「念頭なし」　他国での武力行使

　安倍晋三首相は２７日の衆院平和安全法制特別委員会で、自衛隊による他国領域での武力行使の事例として、停戦前の機雷掃海を挙げ「現在、他の例は念頭にない」と述べた。憲法が禁じる海外派兵の例外を機雷掃海に限定した。集団的自衛権の行使容認を含め日米同盟強化による抑止力向上の必要性も訴えた。特別委は安全保障関連法案の実質的な審議を始めた。

　首相は２６日の衆院本会議で、海外派兵は「一般に憲法上、許されない」としながらも、機雷掃海を例に「外国の領域でも武力行使の新３要件を満たすことはあり得る」と述べていた。

 2015/05/27 11:17  【共同通信】

首相 中東では機雷掃海以外想定せず

NHK　5月27日 12時20分

　安全保障関連法案は２７日から衆議院の特別委員会で実質的な審議が始まり、安倍総理大臣は、集団的自衛権の行使について、中東地域では、現時点でペルシャ湾のホルムズ海峡での機雷の掃海活動以外は想定していないという考えを示しました。

　後半国会の焦点となる、集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んだ安全保障関連法案は、安倍総理大臣も出席して２７日から衆議院の特別委員会で実質的な審議が始まりました。
　この中で、自民党の高村副総裁は、集団的自衛権の行使について、「安倍総理大臣は『一般に海外派兵は行わないが、ペルシャ湾での機雷掃海は例外的に認められる場合がある』と述べた。一般の方が少し心配するかもしれないのが『例外に当たる場合がそんなに中東であるか』ということだが、私はほかに例外は想定できないと思っている」と述べました。
　これに対し、安倍総理大臣は「武力行使の新３要件にあてはまれば、法理上ありうると、今まで申し上げてきたが、この第３要件の『必要最小限度の実力行使にとどまるべき』というのは非常に厳しい。第３要件をクリアするものも、そう、おそらくないと思うが、特に第１要件では、『わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由、幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険』ということなので、現在、ほかの例というのは念頭にはない」と述べ、中東地域での集団的自衛権の行使は、ペルシャ湾のホルムズ海峡での機雷の掃海活動以外は想定していないという考えを示しました。
　民主党の岡田代表は、安倍総理大臣が集団的自衛権の行使の事例として、日本周辺で有事が起きた際の、公海上での日本人を輸送しているアメリカ艦船の防護を挙げていることについて、「武力行使の新３要件との関係で言えば、他国の領海であろうが、公海であろうが新３要件の該当では同じではないか。領海と公海のケースでどこが違うのか」と述べ、他国の領海での武力行使もありうるのではないかとただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は、武力行使については、新３要件に当てはまるかどうかで判断するとしたうえで、「一般に海外派兵が他国の領海においては禁じられているわけで、極めて慎重な『当てはめ』を行っていくわけだが、基本は、一般にそれは許されていないということは申し上げておきたい」と述べ、他国の領域での集団的自衛権の行使を検討するにあたっては、武力行使の新３要件に該当するかどうかを慎重に判断していく考えを示しました。

「機雷掃海のみ」あり得ず＝民主幹事長

　民主党の枝野幸男幹事長は２７日の記者会見で、安倍晋三首相が、憲法の禁じる海外派兵の例外は中東・ホルムズ海峡での機雷掃海以外「念頭にない」と答弁したことについて、「機雷の除去だけというのは論理的にあり得ない。明らかにうそつきだ」と批判した。
　枝野氏は、機雷除去を必要最小限の武力行使として認めた場合、機雷除去のために敵国の船舶や基地に対し攻撃を加えることも「必要最小限に入り得る」と指摘。海外派兵の例外は首相の想定を超えて拡大するとの懸念を示した。　（時事2015/05/27-16:42）2015/05/27-16:42

安保法案、国民理解へ努力＝自公幹事長

　自民、公明両党の幹事長らは２７日午前、東京都内のホテルで会談し、安全保障関連法案に関し、同日から始まった実質審議を通じて国民の理解が得られるよう努力することで一致した。自民党の佐藤勉国対委員長は２６日の衆院平和安全法制特別委員会で岸田文雄外相が遅刻したことを報告し、緊張感を持って国会運営に臨むことも確認した。（時事2015/05/27-10:30）2015/05/27-10:30

自公 緊張感を持って国会運営を

NHK　5月27日 10時33分
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　自民・公明両党の幹事長らが東京都内で会談し、安全保障関連法案の今の国会での成立を期すため、緊張感を持って国会運営を進め、政府与党一体となって国民に丁寧な説明を行っていくことを確認しました。

　会談には、自民・公明両党の幹事長と国会対策委員長が出席しました。
　この中で、自民党の佐藤国会対策委員長は、２６日の安全保障関連法案を審議する衆議院の特別委員会で、岸田外務大臣の到着が遅れ、開会がおよそ１５分遅れたことを踏まえ、「審議が始まったばかりの重要な時期だ。今の国会での成立を期すため、緊張感を持って国会運営を進めていく必要がある」と指摘しました。
　そのうえで、自民・公明両党は、特別委員会の審議などを通じて、政府与党一体となって、法案の内容を、国民に分かりやすく、丁寧に説明していくことを確認しました。
　一方、後半国会のもう１つの焦点である、派遣労働の期間制限を一部撤廃する労働者派遣法の改正案を巡っては、民主党や維新の党など野党３党が、２６日、提出した対案についても議論を重ねるなど、採決に向けた環境を整えていく方針で一致しました。
　自民党の佐藤氏は、会談のあと、記者団に対し、「労働者派遣法の改正案の審議は、そろそろ大詰めを迎えるが、あまり強行的に採決にもっていくのも得策ではない」と述べ、当初目指していた今月中の衆議院の通過を見送り、来月上旬の通過を目指す考えを示しました。

安保法案、不成立なら打撃＝谷垣氏

　自民党の谷垣禎一幹事長は２７日、東京都内で講演し、安倍晋三首相が今国会での成立を目指す安全保障関連法案について「政権は（法案を）うまく通せないと非常にダメージを受ける。全力を挙げてこの法案に取り組んでいきたい」と述べた。野党との修正協議については、「全く考えていないとも言いにくいが、具体的な必要性は感じていない」と語った。（時事2015/05/27-16:20）2015/05/27-16:20

次の太平洋軍司令官と日米連携を確認

NHK　5月27日 16時06分

　日系アメリカ人として初めて、アメリカ軍のアジア太平洋地域のトップ、太平洋軍司令官に就任するハリス司令官は、自衛隊トップの河野統合幕僚長と会談し、新たな日米防衛協力の指針、ガイドラインに基づき、日米の協力を具体的に進めていくことを確認しました。

　日系アメリカ人で、アメリカ軍の太平洋艦隊を率いるハリス司令官は、２７日にアジア太平洋地域を管轄する次の太平洋軍司令官に就任します。
　ハワイで開かれる司令官の交代式を前に、２６日、ハリス司令官は自衛隊トップの河野統合幕僚長や佐々江駐米大使と相次いで会談し、先月合意した新たな日米防衛協力の指針、ガイドラインに基づいて、自衛隊とアメリカ軍との協力を具体的に進めていくことを確認したということです。
　ハリス司令官は、南シナ海などで海洋進出を強める中国の動向を警戒しており、太平洋軍司令官に就任後、中国への対応が大きな課題になるとみられます。
　会談後、河野統合幕僚長はＮＨＫの取材に対し、「知日派のハリス司令官が太平洋軍司令官に就任されるということで、自衛隊も非常に喜んでいる。南シナ海での中国の埋め立ては世界的にも関心を集めており、今後、ハリス司令官と議論を深めたいと考えている」と述べました。
　ハリス司令官は神奈川県横須賀市生まれ、母は日本人で、日系アメリカ人としては初めて、アメリカ軍のアジア太平洋地域のトップに就任することになります。

自民、自主憲法の制定訴え＝民主は首相憲法観に苦言－参院審査会

　参院憲法審査会が２７日開かれ、憲法改正に向けて取り組むべき課題について各党が意見表明した。自民党は、安倍晋三首相が憲法の作成過程を問題視していることを踏まえ、自主憲法制定の必要性を強調。これに対し民主党は、改憲には与野党の幅広い合意形成が必要と訴えた。
　自民党の阿達雅志氏は「日本が完全な主権を持たない中で成立した憲法をそのままにしてよいのか。必要があれば改正することは民族の誇りだ」と指摘。「憲法前文に日本の伝統、文化、価値観の記述を加えることも考慮すべきだ」と述べた。
　民主党の前川清成氏は「今の憲法に改めるべき点はないか議論を尽くすのは当然だ」と表明。その上で、首相の「押し付け憲法論」に触れ、「警戒感を強めるだけだ。合意形成の障害になる」と自民党をけん制した。
　公明党の西田実仁氏は、参院の行政監視機能の強化などを提唱。維新の党の清水貴之氏は、統治機構改革や道州制、首相公選制の導入を訴えた。共産、社民両党は改憲に反対を表明。日本を元気にする会、次世代の党などもそれぞれ意見を述べた。（時事2015/05/27-20:56）

参院憲法審、改正で各党が見解　自民、緊急条項新設訴え
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　各党が憲法改正をめぐり見解を表明した参院憲法審査会＝２７日午後、国会

　参院憲法審査会が２７日、国会内で開かれ、各党が憲法改正をめぐり見解を表明した。自民党が最優先で議論を進めたいとしている大規模災害などに対応する緊急事態条項について、同党はあらためて必要性を訴えた。他の党からは、一定の理解を示しつつも、慎重論議を重ねるべきだとの意見が出た。

　自民党の佐藤正久氏は「緊急事態には、外国からの攻撃や感染症などが想定される。個別の法律で対処するのは限界がある」と主張。緊急事態条項の憲法明記へ議論を急ぐよう求めた。

　公明党の西田実仁氏は、同条項を取り上げる必要性は認めた上で「人権制限が行われる懸念がある」と指摘。

 2015/05/27 18:30  【共同通信】

参院憲法審査会 改憲巡り各党などが意見表明

NHK　5月27日 17時35分

　参議院憲法審査会が開かれ、憲法改正を巡り、審査会が今後、取り組む課題について、各党などが意見を表明しました。
　自民党が、大規模な災害などに対応する「緊急事態」や「環境権」の条項を憲法に明記すべきだと主張したのに対し、民主党は、改正論議にあたっては立憲主義など憲法の良識を尊重すべきだと主張しました。

参議院憲法審査会は、今の国会で、これまでに憲法改正を巡り、参考人質疑などを行っていて、２７日は今後、取り組む課題について各党などが意見を表明しました。
　この中で、自民党の阿達雅志参議院議員は「憲法の制定から７０年近くが経過し、国家権能の変化、社会変化に応じて憲法を変えていくことが必要だ。国家の緊急事態に憲法秩序を一時的に停止する国家緊急権を憲法に規定することが重要だ。また、環境権などの明記や、憲法の前文に日本の伝統文化、価値観といった記述を加えることも考慮すべきだ」と述べました。
　民主党の前川憲法調査会事務局長は「戦後７０年、日本が１度も戦争に巻き込まれなかったことなど、現行憲法が果たしてきた役割を高く評価しているが、社会の変化に応じ、足りない点など建設的な議論を尽くすのは当然だ。そのためには積み重ねられた国会の議論や、立憲主義の思想と歴史など、憲法の良識を尊重すべきだ」と述べました。
　公明党の西田参議院幹事長は「参議院は行政を監視する機能をより強化すべきだ。非常事態に内閣が対応する際、国会が関与することは、国民主権が要請する国会の本質的な権限であり、議会に拒否権を与えることは、憲法審査会で議論すべき最重要項目だ。官僚機構の統制のための議論も徹底して行う必要がある」と述べました。
　維新の党の清水国会対策副委員長は「維新の党が提唱する統治機構改革を実現するためには、憲法改正が必要だ。憲法改正の発議要件を緩和することにより、憲法改正の原案を提示する機会を増やし、国民的な議論を喚起しやすくする必要がある」と述べました。
　共産党の仁比参議院国会対策副委員長は「最大の憲法問題は、集団的自衛権行使を容認した安倍内閣の閣議決定と戦争法案の提出強行であり、戦後最悪の憲法破壊だ。このような下、明文改憲に直接つながる憲法審査会を動かすべきではない」と述べました。
　参議院の会派「日本を元気にする会・無所属会」の田中茂参議院議員は「日本国憲法に書かれた近代憲法の精神と、日本人のアイデンティティを融合させて、日本独自の憲法をつくるべきだ」と述べました。
　次世代の党の江口両院議員総会長は「他国によって作られた現行憲法を早急に改め、国民の国民による国民のための日本国憲法に作り直さなければ、いつまでもたっても日本は真の独立国とは言えない」と述べました。
　参議院の会派「無所属クラブ」の水野賢一参議院議員は「憲法改正は必要だが復古主義などではなく憲法の精神を発展させて時代を推進し、人類や日本の進歩に寄与するような憲法にしていくべきだ」と述べました。
　社民党の福島副党首は「日本国憲法の理念や条文を実現することこそ必要で、国会議員は憲法を尊重し擁護する義務を負っており、憲法が規定する理念をどういかしていくかを審査会で議論すべきだ」と述べました。
　生活の党と山本太郎となかまたちの主濱副代表は「憲法は国家権力を縛るために存在するもので、９６条の手続きに従って変えなければならないが、平和主義などの４大原則は変えられないと考えている」と述べました。

若者の「投票権空白」解消＝自公など公選法改正案提出

　自民、公明、次世代の党などは２７日、初めて選挙権を得た若者が国政選挙の直前に引っ越したことにより投票できなくなる「投票権の空白」問題を解消するための公職選挙法改正案を衆院に提出した。選挙権年齢を１８歳以上に引き下げる同法改正案と合わせ、今国会での成立を目指す。　
　現行法では、選挙権を持つ２０歳になっても、３カ月以上現住所に住んでいないと、その市区町村の選挙管理委員会が作成する選挙人名簿に登録されず、投票できない。改正案では、新たに選挙権を得た若者が転居から３カ月たつ前に選挙を迎えても、旧住所で投票することを可能にする。（時事2015/05/27-20:17）

選挙権年齢引き下げの公選法改正案 審議入り

NHK　5月27日 20時43分

　選挙権が得られる年齢を１８歳以上に引き下げる公職選挙法の改正案が、衆議院の特別委員会で審議入りしました。

自民党や民主党など与野党６党などは、選挙権が得られる年齢を現在の２０歳以上から１８歳以上に引き下げる公職選挙法の改正案を、ことし３月、共同で衆議院に提出しています。
　改正案は２７日開かれた衆議院の特別委員会で審議入りし、提出者を代表して自民党の船田憲法改正推進本部長が趣旨説明を行い、改正案の速やかな成立を求めました。
　また、２７日の委員会では、国の補助金を支給された企業からの政治献金を巡る問題を踏まえ、民主党と維新の党、それに共産党がそれぞれ独自に提出している政治資金規正法の改正案などもあわせて審議入りしました。
　特別委員会では、今後の公職選挙法改正案の審議日程について、２８日、実質的な審議を行い、２９日、参考人質疑を行ったうえで、来月２日に採決することにしていて、早ければ４日にも衆議院を通過する見通しとなっています。

新有権者の名簿登録漏れ防止で法改正案

NHK　5月27日 17時07分

　自民党、公明党、次世代の党などは、新たに選挙権を得た有権者が国政選挙の直前に転居した場合、新たな住所で選挙人名簿への登録が行われず、投票できないという事態を解消するための公職選挙法の改正案をまとめ、衆議院に共同で提出しました。

　公職選挙法では、現在、３か月以上住民登録がある２０歳以上の人を投票に必要な選挙人名簿に登録すると定めています。
　しかし、２０歳になった新たな有権者が国政選挙の直前に転居した場合、新旧いずれの住所でも登録から漏れ、投票できないという事態が生じています。
　これを解消するため、自民党、公明党、次世代の党などは、新たに選挙権を得た有権者が転居し、３か月未満に国政選挙が行われた場合、転居前に住んでいた自治体の名簿に登録して投票できるようにするための公職選挙法の改正案をまとめ、衆議院に共同で提出しました。
　法案提出者の１人の自民党の逢沢選挙制度調査会長は「選挙権年齢を１８歳以上に引き下げることを実現することとあわせて、有権者が選挙権を行使できない状況を解消したい」と述べました。

